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1 目的 

本研究では、これまで個別面接聴取法や郵送法により収集した環境意識調査データを踏まえな

がら、新たに実施したＷＥＢ調査により収集したデータの分析に基づき、人々の環境意識の特徴

を探る。データ整理と分析の初期段階ではあるが、本稿では、環境保全対策に対する意識などの

調査項目を取り上げ、設計の意図を説明し、単純集計の結果を中心に報告する。 

2 分析用データ 
環境意識に関する情報を収集するために、2023 年 3 月に民間調査機関 A 社に委託し、ウェブ

調査登録モニターから割当法により抽出した対象者(日本に居住する 18 歳~75 歳の日本人)に、環

境意識に関する調査を遂行した。具体的には、目標回収標本数を 2000 名とし、国勢調査の性別・

年齢層の割合に等しくなるよう調査を実施した。調査会社は計 17,288 人にアンケート調査への回

答を依頼したところ、調査回答未完成や回答条件に合わず調査中止などのサンプルも含めて、計

3528 件の回答を収集した。そのうち調査回答完了は 2480 件であり、調査会社の基準で、レコー

ドを除外した後、割付に合わせてランダムに抽出した 2000 人のデータは納品された。本研究で

は、トラップ質問や「その他」の回答状況を勘案し、最終的に 1103 人分の回答を有効データとし

て分析することにした。回答者の属性分布は表 1 に示す。 
表 1 分析用データの属性分布 

 

度数 有効％ 度数 有効％
性別 男性 540 49 職業 正社員（役員以外） 296 28

女性 563 51 公務員 35 3
年代 18~19歳 33 3 パート・アルバイト 177 17

20代 115 10 自営業・家族従業 63 6
30代 147 13 会社、団体などの役員 25 2
40代 186 17 自由業(医師、弁護士、著述業などの個人事業者) 27 3
50代 211 19 学生 56 5
60代 242 22 専業の主婦・主夫 212 20
70～75歳 169 15 退職 85 8

学歴 小・中学校 23 2 無職 99 9
高等学校 317 29 その他 28 ー
短大・専門学校 250 23 収入 200万円未満 148 14
大学 467 42 200万円～400万円未満 279 26
大学院 45 4 400万円～800万円未満 407 38
その他 1 ー 800万円～1200万円未満 152 14

1200万円以上 73 7
その他 44 ー



3 分析結果と考察 
 分析では、環境状況に対する心配度、環境行動に対する統制感及び、環境保全対策案に対す

る意識の視点から，人々の環境意識を取り上げた。 
環境意識は、個人と所与の環境との関係に対する主観的判断であり、身近、国家、地球という

異なるレベルの環境により各自の感性や認知や行動意図も異なるという仮説で、お住いの近くの

環境、日本全体の環境、世界全体の環境に分け、それぞれについての心配度を分析した。全く心

配していないから、非常に心配しているまでの 5 段階で人々の感じ方を尋ねた。単純集計の結果

から、身近な環境の状況について、心配していると答えた回答者は 1 割未満であるのに対し、3
割近くの回答者は日本全体の環境を心配しており、4 割以上の回答者は世界全体の環境を心配し

ているという結果になった。この結果より、空間的に回答者から遠ければ遠いほど、その環境状

況を心配する傾向が示唆された。 
行動に対する統制感(perceived behavioral control)とは、その行動に必要な知識や資源を持っ

ているか、行動を自分で制御できるかという主観的認知である。人々の環境配慮行動の実行を妨

げる要因に関する情報を収集するために、過去の質問項目や ISSP の環境調査モジュールを参考

にし、自己効力感、市民間の連帯感、実行可能性評価などの視点から質問項目を設けた。単純集

計の分析結果から、4 割以上の回答者は「環境については、私のような者がどうこうしても、何

かできるようなものではない」に賛成しており、6 割近くの回答者は「私の暮らし方が、環境に

やさしいか、それとも害を与えているか判断するのは難しい」と思っており、7 割以上の回答者

は、「私だけが環境のために何かをしても、他の人も同じことをしなければ、意味がないと思う」

と回答している。この結果から、いかにして行動に対する統制感を向上させるかは、環境配慮行

動の実行を促進する上での重要課題となる。 
環境保全の対策について、今回の調査では、2016 年の「東京都民の環境に配慮した意識・行動

に関する世論調査」の問 25「地域環境の保全のために，一般市民が取り組むべき課題についてご

意見がありましたら，以下の欄に自由にご記入ください」という自由回答形式質問の回答文の分

類結果 (陳、2021) に基づき、8 つの対策案から構成された選択式形式の設問(問 23)を設計した。

2016 年東京調査の自由記述では、日常生活でよく見られるゴミ分別やリサイクルなどの個人行動

(37%)、及び無回答(30%)が最も多く言及されたのに対し、問 23 の単純集計の結果から、すべて

の環境対策案について、8 割、9 割の回答者は大切であると回答した。特に「無駄をしない・もっ

たいない精神」について、64%の回答者は「とても大切である」と答え、日常生活の個人行動よ

りも高い。また、「ボランティア活動や市民活動」よりは、「国、自治体、企業などの役割」の重

要性はもっと認識された。さらに、「環境保護に取り組む人への経済的優遇」よりは、「環境破壊

行動への処分・処罰」は強調された。単に「とても大切である」+「やや大切である」の割合から

見れば、「ボランティア活動や市民活動」と「環境保護に取り組む人への経済的優遇」は最も低い

結果となった。 
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